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【論文要旨】
　近年，人口減少社会といった社会情勢の中で，それまで一括りに捉えられてきた郊外住宅地の中
にも世代間の新陳代謝において格差が生じ，今後住宅地としての存続が危ぶまれる地域が生まれて
いることが指摘されている。そのような中で郊外住宅研究は住宅双六の「上がり」にあたる大規模
住宅団地が主な舞台であり，高度経済成長期にスプロール的に広がった郊外住宅地に着目した研究
は少ない。本稿では高度経済成長期に郊外へと急速に発達したミニ開発地域の典型事例として埼玉
県富士見市関沢地区に着目し，住民特性とミニ開発地域の形成要因を予察した。ミニ開発地域にお
ける住民特性としては1970年前後に入居してきた60歳前後の世代が多いが，若い世代の流入も見
られる。一方，住民の学歴や職業については，大規模住宅団地住民に比べると低学歴で生産工程労
務作業者などの現業職が多かった。ミニ開発地域の形成要因については当時の住宅事情，社会経済
情勢などのマクロな要因に加え，地域独自の事情として不動産業者などの供給側，土地を提供する
農家や地主，人口増加による都市成長を目論む行政，安価な郊外一戸建て住宅を求める消費者など
多くの主体の意思決定や思惑もミニ開発形成要因の一つと仮定した。
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1．　はじめに
　2005年の国勢調査によって日本が明治以来，はじめて人口減少社会に突入したことが示され
た。そのような中で高度経済成長期における都市への急激な人口流入は，三大都市圏を中心に郊外
住宅地を広範囲に広げた。郊外住宅地は一戸建て住宅を中心に開発され，その一戸建てに住むこと
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は住宅双六の「上がり」を示すと共に，一億総中流のシソボルとしての役割も有していた。つまり
戦後日本の郊外住宅地は多様性・階層性を覆い隠し，一億総中流という意識を醸成する装置として
確立されていったのである。郊外住宅地の住民は元々都市流入民がほとんどで多様な出身地，多様
な出身階層を含んでいた。しかし都市から郊外に出る時に収入あるいは資産によってあらかじめ階
層的にフィルタリングと出自の脱色を行って，見かけ上は均一な郊外住民となったのである（町村
・西澤，2000）。
　しかし，今日バブル崩壊後の景気低迷と人口減少社会，高齢化社会を迎えるにあたって，中流と
いうベールによって一括りにされてきた郊外住宅地にも変化が訪れようとしている。長沼ほか
（2006）は，第二世代の流出によって条件次第でゴーストタウン化する郊外住宅地も出現するとし
ている。また川口（2007）は，高度経済成長期に開発されたアッパーミドルクラスの住宅地では，
居住スタイルの多様化により家族間の継承は難しいものの，資産価値が高いために円滑な世代交代
が成される可能性を指摘した。このように長沼ほかや川口の指摘から今後世代交代を迎える郊外住
宅地において何らかの変化が起こることは想像に難くない。
　とはいえ，これまでの郊外住宅地の研究対象が整然と開発された大規模住宅団地に向けられてい
た嫌いは往々にしてある。戦後の郊外住宅地の代表が大規模住宅団地であったことは言うまでもな
いが，郊外住宅地は公団や私鉄，旧財閥系のディベロッパーが造成・分譲した大規模住宅団地と，
民間の中小ディベロッパーが主に建設したいわゆるミニ開発住宅地の二重構造の上に成り立ってい
た。早川（1979）は1970年前後の劣悪・狭小な戸建住宅に住まざるを得なかった人々や，木賃ベ
ルトの6畳一間に家族4人で生活せざるを得なかった人々を新聞記事を用いて紹介している。そ
のような人々にとって太陽の光が降り注ぐ庭付き一戸建ての郊外住宅地はどのように映っていたの
だろうか。「現代住宅双六」という記事が1973年1月3日の朝日新聞に掲載された。当然，上がり
は郊外庭付き一戸建てであるが，果たしてどれだけの人々が上がりまで到達することができたのだ
ろうか。郊外住宅建設が活況を呈してから30年以上経過した現在，いわば「裏の郊外住宅地」と
もいえるミニ開発住宅地を今後どのように位置付ければよいかはっきりとさせ，その中で一括りに
されてきた郊外住宅地の多様性を明らかにしていく必要がある。
　以上のような問題意識から，本稿では郊外のミニ開発地域に焦点を当てる。郊外のミニ開発地域
は1970年前後の住宅建設ラッシュ時に急速かつ無秩序に広がった狭小建売住宅が主である。三宅
ほか（1975a，　b）では，郊外ミニ開発住宅地と大手の大規模住宅団地を比較して，ミニ開発地域の
住民はブルーカラーの比率が高く，大規模住宅団地では管理職や事務職といったホワイトカラーが
多いことを明らかにしている。三宅ほか（1975a，　b）から30年以上経過し世代交代期を迎えている
今日，郊外ミニ開発地域において何らかの変化が生じているものと考えられる。郊外大規模住宅団
地の生き残りが議論される中，ミニ開発地域に持続可能性はあるのだろうか。
　以下第2章では，はじめに「ミニ開発」と呼ばれる概念の整理をおこなう。ミニ開発は1970年
代後半に生まれた言葉で，学術的な定義がなく多様な意味をもつ言葉として現在に至っている。そ
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こで，ミニ開発を整理しつつ，本稿が指すミニ開発を定義する。また，首都圏におけるミニ開発の
住宅の多くが，敷地面積100m2以下の戸建住宅であることから，その数や分布を示し，代表的ミ
ニ開発地域を設定する。続く第3章では，DIDの発達過程の分析から埼玉県富士見市関沢地区を
代表的なミニ開発地域とし，国勢調査の調査区別集計を利用して住民特性を把握する。最後に第4
章では，当地域にミニ開発地域が形成された要因を，マクロな視点，ミクロな視点を交えて予察し
ていく。
2．　ミニ開発をどうとらえるか
　（1）ミニ開発とはなにか
　そもそもミニ開発とは1960年代後半の「一戸建て」「持家」志向とその普及，地価の高騰による
土地取得難という背景の下で，比較的「便利」なところに「なるべく広い土地付きの住宅」を「安
く」手に入れたい，という需要者の要求に対して極めて巧妙に応じたものである（多治見，1988）。
　「ミニ開発」をキーワードに日経四誌ωと朝日新聞のオソライン記事検索をおこなったところ，
1976年にはじめて「ミニ開発」いう語がカッコ付きでつかわれ始めた。翌年に発行されたr東京
の土地1976』（東京都政策室）でミニ開発が取り上げられ，「1，000m2未満の一団の土地（建売住
宅を含む）を造成・販売するにあたって，大部分の区画を100m2未満に分割する場合」をミニ開
発と定義した。同書はミニ開発の問題点について，①行き止まり道路による防災上の問題②良好
なまちづくりの阻害，③割高な価格，④都市計画法や国土利用計画法の規制対象にならず野放し状
態と指摘しているQ
　その後，ミニ開発の問題は単に都市問題としてではなく，重大な住宅問題として位置づけられる
ようになり，1977年国土庁によって大規模な実態調査（2）が実施された。同調査によると，東京都内
では平均開発面積519．9m2，平均7区画に分割され，平均販売価格は平均推定標準価格に対して
13．7％高の1，985万円であった（延藤，1977）。このことからミニ開発は地価のつり上げに一石を投
じるものではないかとされた。ミニ開発が問題として顕在化したのは，第一に国土利用計画法に基
づく市街化区域内における2，000m2以上の土地取引に対して届け出と知事の取引価格に対する指
導があり，第二に都市計画法に基づき1，000m2以上の開発行為に対しては開発許可が必要にな
り，第三に各市町村が定める開発指導要綱（3）によって一定規模の開発には公共施設・整備の用地負
担や負担金が課せられることが背景にある。ところが業者はそのたびに小規模な住宅団地を建設し
ω日経四誌とは日本経済新聞，日経産業新聞，日経流通新聞，日経金融新聞を指す。
（2）東京都内300地点，大阪府160地点，京都府20地点，兵庫県20地点が対象となった。
（3）開発指導要綱は，宅地開発などによる急激な人口増加に伴う道路や上下水道，学校，公園などの公共施設の
　整備が自治体財政を圧迫するとして，一定の規模の開発行為に対して，公共用地の負担や負担金を開発業者
　に課すものである。1970年代多くの市町村で制定され，1，000m2以上の開発行為を対象とするものが一般的
　だが，500m2や300m2以上といったものもある。また，最低敷地規模を設ける場合もあり，過剰な規制が
　宅地開発を阻害するとして問題視する意見もある。
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ていった。
　以上のように1970年代中頃，既成市街地の住宅問題として注目を集めるようになったミニ開発
という用語は，その意味を少しずつ変化させ，郊外のスプロール的な宅地開発にも使われるように
なる。そのため以下では，都心周辺部のミニ開発と郊外におけるミニ開発の違いを示す。
a．都心周辺部のミニ開発
　都心周辺部のミニ開発は1970年代中頃から1980年代前半にかけて東京都内，特に目黒区や世田
谷区，練馬区，板橋区など昭和初期から1960年代前半までに市街地化された良好な住宅地が主な
舞台であった。その開発形態は，住宅地の一角または跡地の中央に4メートルの私道をつけて，
その道路を囲むように1区画100m2以下の狭小戸建住宅を数棟建てるというものである。都心周
辺部のミニ開発の問題点としては，第一に，土地を細分化するために一棟一棟の間隔が狭いこと
や，道路が一本しか敷設せれていないものが多いために火災時に延焼の危険性があり，避難路の確
保が危ぶまれることがある。第二に，それまで敷地面積が比較的広い閑静な住宅地でミニ開発によ
る敷地の細分化が起こると，住宅地の環境悪化につながることがある。第三に，都内の一等地に建
つために需要が高く，それが地価を不必要に上げたり，業者の中でも土地の購入競争が激しく，転
売時に値段が吊り上がるため，それらが一体となって都内の住宅地の地価を上げていることなどが
ある。
　都心周辺部のミニ開発の調査は自治体や国のものが草分けであったが，同様に研究者の間でも注
目を集めた。池田ほか（1977）や中林ほか（1977）の一連の調査では，目黒区と世田谷区のミニ
開発居住者に対してアンケート調査を行い，入居者の約半数は年収500万円以上で，管理職や会社
役員といったアッパーホワイトカラー層の割合が4割を超え，従前の住地は同一区が5割，購入
理由は子供の成長や居住スペースの改善が多かった。また須田ほか（1983）でも世田谷・大田・
板橋・足立の各区においてミニ開発の詳細な実態調査が行われた。ここでは平均開発面積が470－
580m2，区画tw　6－8，前用途は住宅や工場，空地が多く，行き止まり道路が大半で旗竿敷地をとる
ものが多いこと，入居者の通勤時間は30－40分，平均価格は1372万円から2830万円で返済が厳しい
と感じている者が5割を超えていることを明らかにしている。
　その後，都心周辺部のミニ開発は，各区が宅地開発指導要綱を制定したことや，1980年の地区
計画制度の実施，1982年には住宅金融公庫の融資対象が敷地面積100m2以上の戸建住宅となった
ことなど，制度的な規制が加えられるようになり，1980年代中頃以降メディアを騒がせることも
少なくなった。とはいえ，勝又（2001）は「平成3年のバブル経済崩壊後，地価が大幅に下落し
たこと，平成3年4月の生産緑地法改正に伴い大量の市街化区域内農地が『宅地化農地』として
顕在化したこと，長引く不況の中，企業がリストラの一環として工場・社宅・グラウソド等の社有
地を売却したこと，大規模土地所有者が相続税支払いのため土地を売却したこと等の社会・経済的
要因」が再び都心周辺部においてミニ開発を活発化させていると指摘している。
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b．郊外のミニ開発
　郊外における民間宅地開発は大まかに私鉄や旧財閥系のディベロッパーが造成・分譲した大規模
ニュータウン開発と，中小ディベロッパーまたは地元の工務店，不動産会社が行う小規模宅地開発
に分けられる。前者は比較的広い敷地面積と公園や学校，商店などの公共施設が充実した住環境を
提供し，いわゆる住宅双六の「上がり」の位置にあった。一方，後者は経済基盤の弱い地元の工務
店や不動産会社，時には宅地開発ブームに乗じた一発屋も多く，十分なインフラ整備が行われてい
ない地域に道路位置指定と建築確認だけをおこなって小規模かつ敷地面積100m2以下の建売住宅
を建設するミニ開発をおこなった。ミニ開発という用語は当初，都心周辺部における敷地細分化を
指して使われるようになったことは先述のとおりであるが，多くの研究では宅地開発ブームによっ
て郊外の農地などを虫食い状に乱開発する小規模宅地開発もミニ開発と一括して呼んでいる。ここ
では，1960年代後半から1970年代前半まで，郊外地域においてスプロール的に広がったミニ開発
を「郊外のミニ開発」と呼ぶことにする。
　郊外のミニ開発は，1977年ごろから新聞などでその問題点などが指摘されるようになった。都
市計画法と国土利用計画法，宅地開発指導要綱の網の目をかいくぐった開発や防災上の問題点など
については都心周辺部のミニ開発と同様であるが，地域に与える問題や住宅の質に大きな違いがあ
る。郊外のミニ開発に注目した研究として三宅ほか（1975a，　b）があり，都心から20－40　kmに立
地する9カ所の低水準建売住宅地（低水準建売住宅は平均敷地面積が74m2，平均延べ床面積は49
m2）を取り上げ，都心周辺部のミニ開発とは対照的にプルーカラーが多いのが特徴であるとして
いる。また，急速なスプロールを経験した埼玉県でもミニ開発の実態調査がたびたび行われた。埼
玉県住宅都市部（1976）では開発規模500－1，000m2の宅地開発が多いことや，前面道路4m未満
のものが5割を超えていること，埼玉県住宅都市部（1978）では埼玉県内の計画的宅地開発地と
スプロール的宅地開発地域の比較において，後者の住宅密度が高いこと，道路の割合が低いこと，
公園や上下水道，保育所，小学校，集会場などあらゆる公共施設や設備が不足していることが指摘
されている。
　以上の研究を踏まえた郊外のミニ開発の問題点の第一は，インフラ整備の遅れと財政のひっ迫で
ある。郊外の市町村では稀にみる宅地開発と人口増加に見舞われたため，財政基盤の弱い自治体で
は，インフラ整備は追いつかず，道路，公園，上下水道，学校などあらゆる公共施設や設備が不足
し財政難に陥った。第二は，インフラ未整備に伴う環境悪化である。業者は需要が見込めると判断
すると，イソフラの未整備地域でもミニ開発を行うため，排水のたれ流しによって流域河川の水質
汚濁を引き起こした。第三は，良好な都市計画の阻害と住環箋の悪化である。1968年の都市計画
法改正で線引き制度が導入され，無秩序な宅地開発はある程度解消されたものの，市街化区域内の
農地や非線引き地域ではミニ開発が横行し，都市計画上，防災上問題のある住宅地が形成された。
第四に，ミニ開発の密集した地域のスラム化である。ミニ開発は敷地を極端に切り詰めていて一戸
あたり50m2以下のものもあり，建設後の建替えが困難なことや，住替えのために売却しようとし
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ても買い手がつかず空き家となる可能性があるとされた。また，非常に低廉なものが多かったため
に早期の不良ストック化も懸念され，ミニ開発地域はスラム化し，都市環境や防災・防犯の面から
問題が多いとされた。
　郊外のミニ開発の定義の多くは東京都政策室（1977）の定義に準拠したものが多いが，時とし
て暖昧で，橋詰ほか（1999）においては「1980年代以降にスプロール的に開発された面積規模が
1ha未満の住宅地」としている。本稿でも，郊外のミニ開発を開発面積などの明確な基準は設け
ずに扱うこととする。それは1968年の都市計画法改正以前に，業老が宅地開発を1，000m2以下に
する積極的な理由がなく，1，000m2を超えた開発でもミニ開発としての問題を有していているか
らである。そこで本稿においては「スプロール的に開発された小規模宅地」をミニ開発とし，それ
が連なり一団の住宅地となった場所をミニ開発地域と呼ぶこととする。
　②　首都圏における狭小戸建の分布
　先述のようにミニ開発は一戸あたりの敷地面積が100m2以下の場合が多い。そこで本節では関
東大都市圏（4）における敷地面積100m2以下の戸建住宅に着目し，その戸数と分布を明らかにする。
なお，ここでは便宜的に敷地面積100m2以下の戸建住宅を狭小戸建（5）と称することにする。
　2003年の住宅土地統計調査によると，我が国の全住宅戸数は5，389万戸で，そのうち約1，400万
戸が関東大都市圏に集中している。関東大都市圏の全戸数のうち戸建住宅は610万戸で，そのうち
持家住宅は540万戸である。
　戸建持家が戦後一貫して増加する中，狭小戸建戸数は1968－73年に急増し，1973年以降微増減し
ながら150－200万戸の間で推移している（図1）。1968－73年に狭小戸建が増加したのは，1947年か
ら1949年にかけて生まれた第一次ベビーブーム世代が結婚適齢期を迎え，郊外の戸建住宅の住宅
需要が増したことや，1972年の田中角栄による日本列島改造論によって土地開発が促されたこと
が背景にあると推測できる。狭小戸建比率は全体を通して30％前後で推移しているが，狭小戸建
が増加した1973年は40％を超えている。この間，狭小戸建が敷地面積100m2以上の戸建住宅を上
回るかたちで増加したことが読み取れる。
　旧東京都庁（現東京国際フォーラム）を中心とした距離帯ごとの敷地面積別戸建戸数をみてみ
ると，狭小戸建は10－20km圏に最も多い（図2）。10－20・km圏はおおむね環状7号線から外環自
動車道の間に相当し，東京区部と埼玉県南部を含む地域である。この地域は現在は既成市街地化し
ているが，1960年代前半に狭小戸建の乱立とともに市街地化していったと考えられる。
（4）関東大都市圏とは，首都圏における中心市（さいたま市，千葉市，東京都特別区，横浜市，川崎市）へ通勤
　・通学している者（15歳以上）の割合が当該市町村常住人口の1．5％以上あり，かつ中心市と連接している
　市町村のことをいう。
（5）都市計画法の用途地域が住宅系で敷地面積100m2以下の場合，建蔽率や容積率によって述べ床面積が低く抑
　えられてしまう。そのため，庭がほとんど確保できなくなり，敷地面積100m2以下の住宅は狭小戸建やミニ
　戸建と称される場合がある。
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　次に東京からおおむね50km圏内に位置する東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県の市町村別狭小
戸建の割合をみていく（図3）。東京区部では全般的に高率であるが，特に東部の下町地域で狭小
戸建比率が高い。東京区部以外では鉄道沿線で比率が高い地域が連なっている。特に埼玉県南部の
東武東上線沿線と伊勢崎線沿線，および東京西部の中央線沿線・京王線沿線で高い値を示してい
る。その一方で，千葉県西部は都心に近い距離にありながら狭小戸建比率が低くなっている。これ
は東京の郊外開発が南西部から始まり西部，北部と時計回りに進んでいったと言われているため，
狭小戸建が多く建設された1970年前後，千葉県では開発がそれほど進んでいなかったからと考え
られる。また千葉県西部には公団住宅や大規模団地が多いことから，狭小戸建が建設される余地が
少なかったことも影響しているとも考えられる。
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?　　　図3　市町村別の狭小戸建比率（2003年）
資料：2003年住宅土地統計調査
注：データは住宅土地統計調査の市区町村別集計で，全市
　　区と人口15，000人以上の町村が対象となっている。
3．　ミニ開発地域の形成過程と住民特性
　（1）東武東上線沿線地域のDID発達過程
　図3が示すように，東武東上線沿線に立地する埼玉県朝霞市，志木市，富士見市，三芳町，上
福岡市（現ふじみ野市），大井町（現ふじみ野市）は狭小戸建が特に多い地域である。東武東上
線沿線は「西武池袋線の駅周辺は“熟成した街”の雰囲気があり，沿線イメージも良いのに対し，
東武東上線にはゴチャゴチャしたミニ開発のイメージがつきまとう」（日経金融新聞1988／07／06朝
刊）とか「地域イメージがよくない東武東上線沿いの街並み」（日本経済新聞1983／11／01朝刊）と
いった言葉で椰楡されることが多く，こうしたイメージが「スプロール的に密集した郊外住宅地」
から派生したものであろうことは想像に難くない。図4は東武東上線沿線の市街地形成を人口集
中地区（以下，DID）（6）の変遷から示したものである。
　色の濃い部分が基準年のDIDの範囲で薄い部分がその後10年の間に広がったDIDの範囲である
が，1960年時点では和光市（大和町）や朝霞市，志木市（足立町），上福岡市（福岡町），川越市
でDIDがみられる程度であった。ところが1970年になると志木市，上福岡市，川越市南部で一気
にDIDが拡大するとともに，1960年にはDIDが存在しなかった富士見市（富士見町）にもDID
がみられるようになった。そして1970－80年では，それまで東武東上線沿線に張り付くように連な
っていたDIDが外に広がったが，1980年以降では部分的にDID化が進むものの大きな変化はな
c6｝総務省統計局（2007）によるとDID（人口集中地区）とは「1）原則として人口密度が1平方キロメートル
　当たり4，000人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して，2）それらの隣接した地域の人口
　が国勢調査時に5，000人以上を有するこの地域」であるとしている。
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　　　　　　　　　　　　　図4　東武東上線沿線地域のDIDの変遷
資料：各年次『我が国の人口集中地区』（総務省統計局）より作成
注：1980－90年および1990－2000年においてはわずかにDID消滅部分がある。
く，したがって東武東上線沿線の市街地化は1960－80年にかけて起こったといえる。この間，東武
東上線沿線は東京へのアクセスが比較的容易で地価が安いことから，農地を虫食い状に宅地化して
いくスプロールが狭小戸建の乱立と住宅環境の悪化を招き，当地域にミニ開発住宅地のイメージを
付与していった。
　つぎに東武東上線沿線において狭小戸建比率が50％と高く，1960－70年にかけて急速に市街地化
が進んだ地域として埼玉県富士見市のDIDの変化をみていく（図5）。1960年時点では富士見市
（富士見村）にはDIDは存在せず（図4参照），1950年代後半から60年代前半にかけて鶴瀬駅の西
側に公団鶴瀬第一団地と第二団地が建設されDIDが形成された。そして1965－70年にかけてDID
が大きく拡がり，1970－75年にかけては鶴瀬駅東部が，1975－80年にはみずほ台駅周辺がDIDとな
った。1980年以降は南部でDID化がみられるが，1960年からの20年間と比べると大きな変化とは
いえない。
　そこで1960年代後半から70年代前半にかけて市街地化が進展し，今日でも狭小戸建が多く残存
している鶴瀬駅南部に位置する関沢地区に注目し，以下ではミニ開発地域の住民特性と形成要因を
予察する。関沢地区では1970年前後，狭小戸建の乱立を伴うスプロールが起こったと考えられ
る。したがって当地域の都市化の過程を示すことは，首都圏に広く分布する高度経済成長期のミニ
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資料：各年次『我が国の人口集中地区』（総務省統計局）より作成
開発地域の形成要因を浮き彫りにできるとともに，1970年前後に入居してきた住民や土地利用が
現在どのように変化しているかを明らかにすることも可能となる。
　（2）富士見市関沢地区の概要と住民特性
　ここでは，ミニ開発地域の形成要因を論じる前に，富士見市関沢地区の概要と住民特性について
触れる。富士見市関沢地区は，図5で示したように，東武東上線鶴瀬駅の南側に位置している。
本来，関沢地区は1丁目か3丁目まであるが，1丁目は人口が少なく，住宅以外の土地利用が多い
ために，本研究では便宜的に関沢2丁目（北部）・3丁目（南部）を関沢地区とする。関沢地区の
2000年の人口は9，115人で，狭小戸建が多く立地する富士見市の中でも特にその密度が高く，典型
的な郊外スプロール地域である。富士見市役所企画部企画課（1979）によると，1968－70年の富士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　210一
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注：1960年，65年と1970年以降では，関沢地区の調査区が若干異
　　なっている。
見市全体の宅地開発は，平均規模が12．3戸で，1戸あたりの敷地面積も100m2以下であった。開
発主体は市内および都内の個人または中小業者による建売分譲が多く，小規模開発のため集会場，
公園等の公益施設の整備が行われることは少ない。
　関沢地区の人口は1965年まで300人前後であったが，1970年には5，000人を超え，さらに1975年
には約8，000人にまで達した（図6）。つまり1965－75年の10年間に，急激な都市化の波が押し寄せ
たことがわかる。その後も人口増加は1990年まで続いたが，近年は減少傾向にある。人口減少の
要因として考えられるのは，1965－75年に30歳代で入居してきた世代の子供たちが就職や結婚など
で転出していったためと考えられる。一方，世帯数は2000年に至るまで増加しているが，これは
単身アパートやマンションなどの建設によるものが大きいと考えられる。
　関沢地区の5歳階級別の人口構成をみると（図7），1970年は25－34歳と0－4歳の二つの山があ
る。25－29歳および30－34歳のグループは1936－45年生まれの戦前・戦中世代であり，0－4歳のグル
ープはその子供世代であると考えられる。つまり当時の関沢地区には子供の出産による世帯人員の
増加と住宅環境の改善を考えた世帯が多く転居してきたと推測できる。先述の三宅ほか（1975a，　b）
の研究は，富士見市に隣接する上福岡市が事例の一つとして取り上げられており，その居住者の前
住地は6割が都内で，住宅の改善（広さ・設備・家賃）を理由に転入してきたとされる。当時は
公団住宅の倍率が非常に高かったため，関沢地区にあるような狭小戸建が公団住宅の取得を断念し
た世帯の受け皿となっていたとも考えられる。また，今日のようにマンションが一般化していない
ため，狭小戸建が持家を一次取得する際の代表であったとも考えられる。
　その後も1970年前後に関沢地区に入居した1936－45年生まれのコーホート（当時25－34歳）は微
減するものの一定の人口を保っており，入居当時から関沢地区に住み続けている者が多いものと考
えられる。また，1970年時点で最も多かった1966－70年生まれのコーホート（当時0－4歳）は
1970年時点の人口よりもわずかに減少するが1990年になると再び増加する。これは関沢地区に単
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資料：国勢調査調査区別集計より作成
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身アパートが増加して単身者が入ってきたためと考えられる。
　最近の郊外住宅研究では1970年前後に建設された住宅地に世代間の新陳代謝が少なく，高齢化
が進んでいることを指摘するものが多い。しかし，2000年の関沢地区においては55－59歳の層とと
もに25－34歳が多く，さらに0－4歳の人口も少なくない。つまり，関沢地区においては岩瀬（1999）
がミニ開発地域の特徴として指摘するように，若年ファミリー層の流入がみられることで極端に特
定の年齢層に偏らない「年齢のミックス」がみられる。
　次に関沢地区の居住者の学歴と職業をみる。ここでは初期に入居してきたと考えられる55－59歳
の男性と，その子世代と考えられる25－29歳の男性に絞って示すとともに，大規模住宅団地住民の
学歴や職業について触れた川口（2007）（7｝と比較する（表1）。
　25－29歳のグループの学歴は大学・大学院卒が31％に留まっているのに対して，横浜の事例では
子世代の男性で85％を超えている。一方，55－59歳のグループで23％，横浜では約70％と，両地区
の間では子世代，親世代ともに学歴の差は歴然としている。職業をてみても，両地区には明確な差
がある。関沢地区では25－29歳のグループ，55－59歳のグループともに，現業職である生産工程労
務作業者や運輸・通信従事者が40％を超えているが，横浜では5％程度である。また，横浜の大規
σ〕川口（2007）では，横浜市金沢区某地区を対象に2005年3月，集合住宅や商店・事務所を除く一戸建て住宅
　を対象にボスティングで2000部の調査票を配布し，349通の郵送回収を得た。学歴に関しては大学院，大
　学，短大・高専，高校，その他，職業では管理職，専門職，事務職，販売職，現業職，自営業，無職の項目
　をそれぞれ設けた。そのため，川口の質問票回答者と本調査を比較する際，国勢調査を利用した本調査とは
　学歴や職業の種類が若干異なっている。また，学歴に関しては男女別に「子ども（25歳以上）」「親（雇用・
　職業は転入時）」と分けられているが，職業は夫のものであるため具体的な年齢は特定できない。
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表1富士見市関沢地区住民の学歴と職業（2000年）
関　沢　地　区
25－29歳（男） 55－59歳（男）
計 500 100（％） 407 100（％）
小　・　中　学　校 48 9．6 82 20．1
高　校　・　旧　中 168 33．6 190 46．7
学歴 短　大　・　高　専 96 19．2 18 4．4
大学　・大学院 155 31．0 96 23．6
在　　　学　　　者 0 0．0 0 0．0
未　　就　　学　　老 0 0．0 0 0．0
総　　　　　　数 432 100（％） 372 100（％）
専門・技術職業 63 14．6 29 7．8
管　理　的　職　業 1 0．2 31 8．3
事　務　従　事　者 49 11．3 64 17．2
販　売　従　事　老 101 23．4 66 17．7
職業 サービス職業 20 4．6 14 3．8
保安職業従事者 4 0．9 7 1．9
農林漁業作業者 0 0．0 0 0．0
運輸・通信従事老 30 6．9 27 73
生産工程労務作業者 146 33．8 132 35．5
分類不能の職業 18 4．2 0 0．0
（国勢調査調査区別集計より作成）
模住宅団地住民の特徴として大企業の管理職が多くを占めているのに対して，関沢地区では，両グ
ループにともに1割に達していないことも特徴である。
　以上のように関沢地区とその住民の特徴として，1965－75年に人口が急増し，急増時に入居した
世代が今なお多く居住していると考えられるが，若い世代の流入がみられることと，学歴と職業は
大規模住宅団地と比較すると低学歴で現業職が多いことが指摘できる。
4．関沢地区における土地利用の変化とミニ開発地域形成要因
　富士見市関沢地区はDIDの変遷ならびに人口の推移から1965－75年にかけて市街地化したこと
が判明した。本章では，1964年，69年，74年，79年，84年，95年，2006年の空中写真と1974年，
79年，84年，95年，2006年の住宅地図を補助的に利用して，関沢地区の市街化の過程を詳細に把
握するとともに，関沢地区の住宅開発に影響を与えた要因を考察する。なお，ここでは1964－69年，
1969－74年，1974年以降と3区分にした。1964－69年と1969－74年とを分けたのは，全国的な地価
の値上がりと住宅需要急激な増大が1970年前後だったこと，および1968年に都市計画法が改正さ
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れたためである。また1969－74年とそれ以後を分けたのは，1975年以降は関沢地区の人口がそれほ
ど増加せず，都市化がほぼ終焉したと考えられるからである。
　（1）開発初期（1969年以前）
　1964年の関沢地区は農業を中心とした純農村地域であった（図8）。富士見市（8）全体をみてもま
とまった住宅地としては，1957年に入居が始まった公団鶴瀬第一団地とその隣に東武鉄道が手掛
けた富士見団地（建売住宅38戸），1962年に入居が始まった公団鶴瀬第二団地があるのみであっ
た。富土見団地は富士見市では初の民間住宅団地で，当時としては高額で優良な住宅団地であった
という（富士見市教育委員会，1994）。
　ところが高度経済成長と大都市の人口膨張により，住宅は堰を切ったように安価な場所を求めて
周辺農村地帯へと広がり，それは比較的交通の便の良い関沢地区にも及んだ。図8では1964－69年
のようにそれぞれの年の間に建設された建築物は黒で示されている。ここでは農地の一角に一本な
いしは数本の入り込み道路が侵入して同形の狭小住宅が間隔なく数棟並んで建設され，典型的な郊
外ミニ開発地域の様相を呈しはじめた。下の新聞記事は1969年ごろの関沢地区と推測できる地域
の状況を伝えているものである。
安い建売は「仮の宿」？／幅4メートルの道路の両側に二階建ての家が並んだ様子は，ちょう
どむね割長屋のよう。申し訳ほどのかき根はあるが，玄関の戸も部屋の窓も，道路に直接面し
ている。建ぺい率七〇％，家を建てられるのは敷地七割までのはずだが，軒下にちょっぴり狭
い庭があるだけで，実際に見た感じでは敷地いっぱいに建っているのと同じ。一階も二階も四
畳半一間ずつ，炊事するだけの台所に風呂場という間取り。「二階に荷物を置いたら，その重
みで下の戸障子が全部動かなくなり，けずらねばならなかった」と嘆くのはKさん夫婦。ご
主人は東京駅近くの会社に勤めるサラリーマソ。四年前に結婚して二歳の子供が一人。東京北
区の東十条で六畳ひと問を借りていたが，狭くてどうしようもなくなり，去年の夏越してき
た。十数回の落選を重ねた公団住宅をあきらめてのこと。土地代も含めて二百万円前後の返済
は苦しい。住んでみての悩みは多い。まず建てつけの悪さ。風が吹いたら二階の雨戸がはずれ
て落ちてしまったり，から紙が，すっかりそりかえってしまったり。ふろもひびがはいって満
足に使えない。建設会社に修理を頼んでいるが，半年たってもらちがあかない。隣家と窓が向
かいあっているのも気詰まり。もともと山林か荒地だったところ。公共施設はゼロ。そこへ四
百軒近くの家が建ったのだから，たまらない。道路は敷地を提供しあった私道。雨が続くとど
ろんこのぬかるみになる。（朝日新聞1969／4／16朝刊）
（8）富土見市は1956年の3村（鶴瀬村・南畑村・水谷村）合併によって富士見村となり，1964年に町制，1972
　年に市制を施行するが，以下文中では富士見市とする。
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1974－1979年
1羅藷楽
1984－1995年
謄楽
　　　　　　　　　　　　図8　関沢地区における年代別土地利用と新規建造物
資料：国土地理院撮影空中写真（1964，69，74，79，84，95，2006年），ゼンリン住宅地図（富士見市1974，79，
84，95，2006年）
注：既存建造物とは，基準年以前からあった建築物で，新規建造物とは，それぞれの年の間に建設された建築
　　物のことをいう。
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　1964－69年までの関沢地区の宅地開発の特微は，第一に駅周辺ではなく駅から遠く離れた地区の
宅地化が目立つことである。図8の実線は町丁界であるが，図中央の関沢2丁目と3丁目の境界
部分に川が流れていて小さな谷になっている。このような窪地は増水時に冠水の恐れがあり農地と
しては適さないため，先行的に宅地に転用されたと考えられる。図からも特に中央西側の沢沿いに
比較的まとまった住宅団地が形成されていることがわかる。
　第二の特徴として，農地転用の難しさがある。上の記事に「もともと山林か荒地だったところ」
とあるように，この時期の宅地開発は農地法の制約を受けない林地や荒地などが多い。当時，農地
転用には農業委員会の許可を必要とし，また農業の振興が積極的に進められていたために，農地の
宅地転用は容易ではなかった。そのためこの時期に関しては農地以外の土地を中心に宅地化が進め
られたと考えられる。
　第三に富士見市の宅地開発戦略も関沢地区の宅地開発に間接的に影響したと考えられる。1960
年代はじめごろから埼玉県の東京近接市町村では工場誘致のための条例を次々と制定させたが，富
士見市は財政基盤が弱く工業用水の確保が困難であった。そのため工業団地のかわりに住宅団地
（鶴瀬団地）の建設を受け入れたという（富士見市教育委員会，1994）。つまり，富士見市は工場
のかわりに公団住宅の誘致をめさし，公団住宅を建設した。その結果，人口の増加に対応した商店
街や公共施設が形成され利便性が増したことで，隣接する関沢地区でミニ開発が活発化したと考え
られる。
　（2）　ミニ開発最盛期（1969－74年）
　1969－74年にかけては，1964－69年を凌駕するほど宅地化が進行した。特にこの時期の開発の特
徴として，従前の土地利用に関係なく広範囲にわたって宅地化が進行していた点があげられる。こ
こでは，関沢地区の1969－74年までの宅地開発ラッシュの背景を，マクロな視点とミクロな視点の
双方からみていきたい。
　1960年代後半から1970年前半まで全国では毎年100万戸前後，ピークの1973年には110．5万戸の
戸建住宅が建設された（三宅，1988）。この宅地開発ブームは，第一に1971年以降の大幅な金融緩
和，第二に1972年の田中角栄の「日本列島改造論」に刺激された土地への投資と開発ブーム，第
三に1947－49年にかけて生まれた第一次ベビーブーム世代が婚姻適齢期に入り，宅地需要が大幅に
高まったことによって，住宅地の地価が急上昇したこと（中林，1990）が背景にある。その1970
年前後の宅地開発の過熱に「油」を注ぐ結果となったのが1968年制定，1969年施行の改正都市計
画法⑨である。この法律は，市町村が独自に都市計画区域を設定した上でそれを市街化区域と市街
（9）1960年代，人口の増加と地価上昇は大都市に深刻な住宅難と住環境の悪化を招き，その周辺に無秩序な乱開
　発を引き起こしていた。政府は1919年に市街地建築物法とともに成立した旧都市計画法が時代にそぐわず，
　今後の都市とその周辺の土地利用を計画的に行うためにも早急な改正が必要だとし，1968年に新都市計画法
　を制定させた。
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化調整区域に線引きし，1，000m2以上の開発行為には知事などの許可を必要と定めたため，スプ
ロール的な乱開発を阻止する役割をもっていた。その結果，線引きが行われると原則として市街化
調整区域での宅地開発が不可能となるため，線引き前の駆け込み的な宅地開発が横行した。新聞記
事では線引き前の開発ラッシュを次のように伝えている。
このところ農地の宅地転用もウナギのぼりだ。都農地課の集計では，一月には約千二百件だっ
た申請が，六月には千六百件，七月には千八百件と増えている。なんとかいまのうちに宅地に
し，少しでも“市街化”している実績をつくり，指定を有利にしようという算段だ。この動き
に拍車をかけているのが不動産屋の活躍。「いまのうちに手放さないと売れなくなりますよ」
と，あちこちで買いまくっているともいわれている。事実，たとえば八王子農業委員会に出さ
れる農地転用の申請をみると，ことし初めは月百件台であっものが，六月ごろからは三百件以
上にも増えている。（朝日新聞1969／9／7朝刊）
　上の記事にあるように，業者は土地をできるだけ安く買い叩こうと農家に農地転用をあおり，農
家は不動産価値の下落を危惧して農地転用を急いだ。1970年に富士見市は市の全域を都市計画区
域とし，行政区域1，953haのうち774　haを市街化区域に，1，179　haを市街化調整区域に線引きし
た。関沢地区は第二種住居専用地域（容積率200％，建蔽率60％）に指定され，現在では用途地域
名が変更され第一種中高層住居専用地域となっている。関沢地区では上記の新聞記事が指摘するよ
うな線引きによる売り急ぎ，買い急ぎがあったかどうかは定かではないものの，線引きに対する憂
慮が，農地転用と宅地化を加速させる要因となったことは十分考えられる。
　都市計画法の2つ目の影響は線引きによって市街化区域に指定された農地の宅地並みの課税の
問題である。富士見市では1970年に線引きが行われ，関沢地区は市街化区域に指定された。よっ
てこのことが関沢地区の農地転用に大きく影響したと考えられる。
　都市計画法の3つ目の影響として，市街化区域内の農地転用が容易になったことがあげられ
る。都市計画法改正以前は，農地転用は許可制であった。ところが，市街化区域の宅地化を促進す
るため都市計画法改正後に届出制㈹となり，農地法による転用規制が大幅に緩められた（新井，
1978）。
　宅地開発を促す全国的な動きの中で，ローカルな内発的要因も関沢地区における宅地開発に拍車
をかけた。その一つが東武東上線みずほ台駅の新設による関沢地区南部の宅地開発への影響であ
る。関沢地区の南側に位置する現在のみずほ台地区は，土地区画整理が進んだことで1971年事業
認可され，1979年までに87．4haが市街地化された。それと同時にみずほ台駅も1977年に新設され
た（富士見市教育委員会，1995）。みずほ台駅新設に関して関沢地区の農家や開発業者がどのよう
㈹富士見市では都市計画法改正以後も1，000m2以上，または問題があるとされる農地転用については，従来通
　り農業委員会の総会によって審議された（富士見市産業課，1984）。
一217一
な動きをみせたか詳細は不明であるが，新駅の設置を当て込んで関沢地区南部の開発が促進された
ことは想像に難くない。
　第二に都市化に伴う農業やその組織の衰退があげられる。富士見市の資料によると，市内の農地
は1969年から1973年までの5年間に全農地約1，200haのうち123　haが転用され，うち約46％が宅
地への転用であった。また1971年から実施されたコメの減反政策は農家の営農意欲を大きく損な
い，農家や農業委員会などの土地供給主体に農地転用の動きを加速させるきっかけになったと考え
ることができる。
　以上のように1969－74年までの関沢地区の宅地化は，マクロな要因として住宅需要の増大や開発
ブーム，地価の上昇，都市計画法の施行が考えられるが，富士見市固有の要因としては，行政の進
める土地区画整理事業と新駅の設置，それに加えて農業の衰退が背景にあると考えられる。
　（3）収束期（1974年以降）
　1964－74年までの10年間，関沢地区には市街化と人口増加の波が押し寄せ，荒地や農地は次々に
ミニ開発されていった。ところが1974年以降，関沢地区ではバブル期を除いて宅地開発は下火と
なった（図8）。特に1974－79年までの5年間は，それまでの開発ラッシュが嘘のように変化がみ
られなくなっている。その全国的な動きの一つ目に1973年のオイルショックによる一時的な地価
の値下がりと，インフレに伴う住宅需要の落ち込みがある。二つ目にそれまで高嶺の花だったマン
ションが一般的な世帯でも購入可能になったことで郊外の乱開発に一定の歯止めがかかったとも考
えられる。図9は首都圏のマンショソ価格と建売戸建住宅の平均価格の推移を示したものである
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図9　首都圏のマンション・建売住宅の平均価格と建売住宅
　　に対するマンションの分譲価格の割合の推移
資料：建設省住宅局（1986）
注1：マンショソ（東京，神奈川，千葉，埼玉）
注2：建売（東京，神奈川，千葉，埼玉，茨城南部）
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が，年を追うごとに建売住宅に比べマンショソが割安になっていることがわかる。
　また，1970年以降，ミニ開発の阻止や過重な財政負担の軽減，良好な住環境の整備を念頭に置
いた宅地開発指導要綱が富士見市でも1973年に「宅地開発に関する指導要項」として制定された
（地域政策研究会，1983）。富士見市の指導要綱は500m2以上の開発行為に対して事前協議が必要
とされ，1区画の最低敷地規模は100m2と決められた。また1，000　m2以上の開発に対しては公園
のための土地提供，上下水道の開発者負担等も付記された。これら厳しい要綱は安さを売りにして
いたミニ開発の実質的な締め出しに当たり，経済基盤の弱い中小不動産や建設業者からミニ開発建
設の余地を断ち切った。
　さらに，都市計画法と指導要綱の成立に追随する形で1974年に国土利用計画法と生産緑地法が
制定された。国土利用計画法では，市街化区域において行われる2，000m2以上の開発行為に届け
出と取引価格の指導を受けることを義務づけている。そのため農家や地主は土地を2，000m2以上
売ることに二の足を踏み，大規模な宅地供給が抑えられたと考えられる。一方，市街化区域化され
た関沢地区の農地は宅地並みの固定資産税が課せられることとなったが，生産緑地法の制定によっ
て宅地並みの課税は免除された。その結果，農家は容易に土地を塩漬けすることが出来るようにな
り，ミニ開発の収束に少なからず影響したと考えられる。
　その後，1984年までは大きな変化は見られないが，1984年以降，再び変化が生じる。第一は集
合住宅の増加である。住宅地図を用いた分析から，1984－95年にかけては集合住宅の多くは要綱に
触れない小規模のものが多く，農地を集合住宅に転用するケースと，数戸の戸建住宅をつぶして共
同住宅にするケース，駐車場を共同住宅にするケースが確認できた。ところが1995－2006年にかけ
ては，農地を転用して30戸から50戸前後の比較的大きいファミリー向けマンションの建設が北部
を中心にみられ，このことが若年ファミリー層の流入の一因だと推測できる。
　第二は3階建て住宅化が活発に行われていることである（勝又，2000a・b）。勝又は1960年代後
半に建設された関沢地区西部および隣接する三芳町藤久保地区のミニ開発住宅地を事例に，当該地
区の3階建て住宅増加の理由として，1980年代からの3階建ての相次ぐ規制緩和，当該地区の容
積率が200％で高さ制限がないこと，敷地面積が50m2前後で増床のために3階建てが望まれてい
ることを指摘している。
　以上，本節では高度経済成長期以降の土地利用変化をみてきたが，ミニ開発に歯止めをかけるき
っかけとなったのは，オイルショックや国土利用計画法，生産緑地法の制定が考えられるほか，開
発指導要綱の制定があげられる。ところが，1984年以降の集合住宅の増加や3階建て住宅の増加
は関沢地区に新たな持続可能性を与えている。とはいえ，勝又（2000a，　b）が述べているように，
当地域ステヅプアップ初期の若年世帯向けの住宅地から，ライフステージ後半の縮小期世帯向けの
住宅地と変容しようとしているのかもしれない。
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5．　おわりに
　本稿では1970年前後に広がった郊外ミニ開発地域の住民特性と形成要因について予察的考察を
試みてきたが，今後の研究に向けて，以下の点を仮説として提示する。
　2003年の住宅土地統計調査報告によると一般的なミニ開発の基準である敷地面積100m2以下の
戸建住宅数は東京大都市圏の20－30・km圏に限っても約55万戸存在する。今日では住宅の取得形態
が多様化し，郊外の一戸建て住宅が決して目標ではなくなっているし，住宅の一次取得はマンショ
ンが多くなっている。そのためミニ開発は，持家の一次取得者向け住宅としてその存在意義は低下
しているものと思われる。とはいえ典型的なミニ開発住宅地である関沢地区をみる限り，住宅の3
階建て化が進んでいることや，ファミリー向けのマンションの建設など郊外住宅地で懸念されてい
る極端な高齢化や住宅地の衰退は当面ないと考えられる。今後は，ミニ開発地域の世代間の新陳代
謝がおこなわれていることを裏付けるために相続や建替え，住替えなどの有無を詳細な現地調査に
よって明らかにしたい。また，ミニ開発住宅地の住民の特性として，学歴や大規模住宅団地に比べ
て低く，職業も現業職が多い。そのため，一般的な郊外住民像である大規模住宅団地の住民とは，
社会階層や資産，老後の生活設計などの面で何らかの違いがみられると仮定でき，これも同様に詳
細な現地調査が必須である。
　一方，ミニ開発住宅地の形成要因では，本稿で考察したように開発に関わる各主体の思惑や意思
決定に着目することが重要となる。本稿では関沢地区のミニ開発地域形成には，全国的な社会や経
済の動きに加えて，土地供給主体としての「農家（地主）」，開発主体としての「開発業者」，推進
や規制を行う主体としての「行政」，ミニ開発を需要する主体としての「住民」の各主体が何らか
のかたちで関わっていることが推測できた。今後は，上記の4つの主体がどのように関わってミ
ニ開発住宅地が形成されていき，現在までどのように変容していったのかを明らかにしたい。
　上記のように，本稿ではこれらの関係を限られた資料や統計の中から仮説として提示するにとど
まっている。また，宅地開発で重要となる住宅供給側の動向や戸建住宅の相続や住替え状況につい
ては十分に仮説を提示できなかった。とはいえ，提示した仮説や課題は，今後筆者が詳細な現地調
査を行う上で大きな道標となるだろう。
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